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会 社 名  日本空調サービス株式会社   上場取引所     JASDAQ 

コ ー ド 番 号  4658  本社所在都道府県 愛知県 
Ｕ Ｒ Ｌ  http://www.nikku.co.jp/    

役 職 名  代表取締役社長  代 表 者  
氏 名  松原 武  

  

責任者役職名  執行役員経営企画室長  問い合わせ先  
氏       名  橋本  東海男  

電話番号(052)773-2513  

決算取締役会開催日       平成 18 年 5 月 16 日 
米国会計基準採用の有無      無 
    

１．18 年 3 月期の連結業績（平成17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績                                  （百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。） 

 売上高 営業利益 経常利益 
          百万円       ％         百万円       ％         百万円       ％ 

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

26,813 
24,909 
（  7.6） 
（  3.5） 

 
1,885
1,595
（ 18.1） 
（  4.6） 

 
2,000
1,686
（ 18.6） 
（  3.7） 

 

 

 
当期純利益 1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり 
当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 百万円     ％ 円    銭 円     銭 ％ ％ ％

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

889
813
(   9.4)
( △0.1)

 
 
100
94
81 
39 
99 
91 
75 
39 

12.6
13.4
 
 
11.2 
 9.8 

7.5 
6.8 

 (注) 1.
    2.
持分法投資損益 
期中平均株式数（連結） 

18 年 3 月期
18 年 3 月期

－百万円
8,549,944 株

17 年 3 月期
17 年 3 月期

―百万円
8,431,205 株

3.
    4.
会計処理の方法の変更   有 
売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 
             百万円             百万円                ％       円        銭 

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

18,510 
17,125 

7,625 
6,502 

41.2 
38.0 

880 
763 

11 
18 

(注)期末発行済株式数（連結） 18 年 3 月期 8,632,530 株 17 年 3 月期 8,497,530 株

(3)連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期末残高 

             百万円             百万円               百万円                百万円 

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

1,437
614

△217
△158

△646
△803

2,548
1,956

 
 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
 連結子会社数 12 社  持分法適用非連結子会社数 ０ 社  持分法適用関連会社数 ０ 社 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 連結(新規)  ０社   (除外) ０ 社   持分法(新規) ０ 社   (除外) ０ 社 
 

２．19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
  百万円                   百万円                 百万円 

中間期 
通期 

11,830
27,300

790
2,020

380
1,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）112 円 66 銭 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因に
よって予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は、添付資料９ページ「次期の見通し」をご参照ください。 
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１ 【企業集団の状況】 

当社グループは、日本空調サービス㈱（当社）及び子会社12社（国内11社、海外1社）により構成され、

空調を中心とした建物設備等のメンテナンス・維持管理及びリニューアル工事を主な事業としております。 

当社グループの事業に係る位置付けは次のとおりであります。 
 

事 業 区 分 主 な 事 業 内 容 会         社 

建物設備メンテナンス業 

 

建物設備等のメンテナンス、維持管理業務 当社、日本空調システム㈱、㈱日本空調三重、㈱日本

空調岐阜、㈱日本空調北陸、㈱日本空調東海、西日本

空調管理㈱、東日本空調管理㈱、㈱日本空調東北、蘇

州日空山陽機電技術有限公司、日空ビジネスサービス

㈱、㈱日空筑波、㈱横浜日空 

建物設備工事業 建物設備等のリニューアル工事業務 当社、㈱日本空調三重、㈱日本空調岐阜、㈱日本空調

北陸、㈱日本空調東海、㈱日本空調東北、蘇州日空山

陽機電技術有限公司、㈱横浜日空 

事業の系統図は、次のとおりであります。 
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２ 【経営方針】 

(1) 経営の基本方針 

当社グループは、「お客様に安心感を与える最適な環境を維持するために、技術力と人的資源を結集さ

せ、高品質サービスを提供する」ことを経営の基本理念としております。 

昭和39年（1964年）の会社設立以来、空調をはじめとした建物設備全般に対する総合的なサービスを

提供することにより、常にお客様の建物環境に対する満足度を高めることを念頭において事業展開する

ことで、信頼と実績を着実に積み重ねてまいりました。 

このような経営姿勢を堅持しながら業容の拡大を図るとともに、各ステークホルダーと価値を共有し、

当社グループとして安定的な成長を目指しております。 

 

(2) 利益配分に関する基本方針 

当社は株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識しており、経営基盤の強化に向け

た内部留保の充実を勘案しつつ、利益配分を決定することとしております。 

株主の皆様には、「配当性向30％を目途に安定した配当を目指す」ことを基本方針としており、当社が

安定的な成長を遂げ、原資となる利益を継続的に向上させていくことで、株主及び投資家の皆様の期待

に応えてまいります。配当性向30％のベースにつきましては、現在は単体業績としておりますが、将来

的には連結業績をベースとした利益配分に移行していく考えであります。 

平成18年３月期の期末配当金につきましては、１株につき４円増配の22円を予定しております。（前期

実績18円） 

また、次期平成19年３月期よりは、株主の皆様への利益配分の機会を充実させるため、中間期末日及

び期末日を基準日とし、半期ごとに配当を実施する予定です。 

内部留保資金につきましては、財務体質の強化並びに将来の事業展開に向けた投資等に有効活用して

いく考えであります。 

 

(3) 目標とする経営指標 

当社グループは、株主価値の増大及び企業価値の向上を目指す上で、特に「株主資本利益率（ROE）」

及び「１株当たり当期純利益（EPS）」の２点を重要な指標と捉え、中期的な目標を定めております。 

現在、推進中の「2005中期３ヵ年経営計画」における平成20年３月期の目標値は次のとおりです。 

① 株主資本利益率（ROE） ･･･ 11.5％ 

② １株当たり当期純利益（EPS） ･･･ 103円 

 

(4) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

建物設備のメンテナンスサービスを中核事業とする当社グループを取り巻く環境は、民間設備投資が

活発に回復する中で、この動きを、最大限、受注に結びつけるため、民間の新規お客様の開拓に全力を

尽くしてまいります。また、官公庁から民間に移行される事業の中で、ＰＦＩ事業や、指定管理者制度

に積極的に取り組んでまいります。当社グループでは、中長期的には中期経営計画をローリングするこ

とで、変化する市場環境を取り込みつつ、常に３年先を見据えた経営を実践しております。現在は平成

20年３月期を盛り込んだ「2005中期３ヵ年経営計画」に沿って事業展開しており、特に次の点を中期的

な課題と捉え、注力しております。 

① 民間企業を中心とした新規のお客様の開拓及び官公庁より民間に移行される事業に対しての新た
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なビジネスパターンの創造。 

② 設備診断、ソリューション提案活動の更なる強化。 

③ 価格競争力強化に向けた一層のコストダウンの推進。 

このような取り組みを着実に推進することで業界におけるポジションを一層高め、「建物設備メンテ

ナンス業界のリーダー」として、当社グループ独自のビジネスパターンの構築を目指しております。 

当社グループが永続的な成長を実現するためには、中核事業である建物設備メンテナンス部門を安定

的に拡大し、より強固な経営基盤を構築していくことが必要と考えております。そのうえで、既存のお

客様から“日本空調に仕事を任せて本当に良かった、これからも頼むよ”とのご評価を得て、契約の更

新・拡大を図るとともに、毎年着実に新規のお客様を獲得できるよう、高い技術力とサービス力を「日

本空調ブランド」と位置付け、提供するサービスの質の更なる向上を掲げ、競争力を高めてまいります。 

現在、当面の課題として捉えている人材不足に対しては、人事の採用強化を図り、新規卒業者採用並

びに業務経験者の中途採用にも注力し、人材の確保を目指します。また社員構成におきましても、正社

員のみならず、契約社員、派遣社員の受け入れや、男女を問わず、技術社員の採用を拡大し、業務経験

のある高齢者の活用等複層的な社員層を構築し、要請される業務に対し、適材配置をとり進めます。 

 

(5) 親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(6) 内部管理体制の整備・運用状況 

社長直轄組織である内部監査室及び経営企画室に加えて、本店（総務部・経理部）並びに国内事業部、

海外事業部を管理部門と位置付け、支店・事業部といった事業部門及びグループ会社のサポート、管理

を行っております。 

内部統制にあたっては、グループ会社を含め内部監査室が「内部監査規程」に基づき、内部監査を計

画的かつ円滑に実施するとともに、管理部門が業務の適正性を確保するよう横断的な役割を担うことで、

内部牽制が有効かつ合理的に機能するよう運営しております。今年度におきましても、年間計画に基づ

き実施しております。 

なお、平成18年４月１日付けにて、内部管理体制の更なる強化を図るため「内部統制推進室」を社長

直轄組織として新設いたしました。 

 

(7) その他、会社の経営上の重要な事項 

特記すべき事項はありません。 
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３ 【経営成績及び財政状態】 

(1) 経営成績 

当社グループの事業は、売上高ベースで建物設備メンテナンス事業が約80％を占め、残りをメンテナ

ンスの一環として発生するリニューアル工事業が占める構成となっております。これら事業を取り巻く

環境は、民間設備投資の回復が顕著となり、スポットビジネスの増加という形で、メンテナンス、リニ

ューアル工事ともに好調という要因がありました。一方で、公共事業予算の削減、民間への移行に際し

ての発注費の大幅削減など、年間保守契約について、特に価格面での受注環境は厳しい状況にありまし

た。 

このような情勢のもと、当社グループとして「2005中期３ヵ年経営計画」を策定し、かかる事業環境

を踏まえた施策、即ち、民間企業を中心とした新規お客様の開拓へ注力するとともに、官公庁より民間

に移行される種々事業に対しての新しいビジネスパターンの確立等々を図ってまいりました。これら施

策をグループ各社で共有し、グループあげて推進するとともに、原価管理の徹底を図り、経費削減にも

従来以上に注力してまいりました。 

この結果、当連結会計年度における売上高は、７期連続して前年度を上回る268億13百万円（前連結会

計年度比 7.6％増）を計上することができました。また、利益面におきましても、営業利益で 18億85

百万円（  同  18.1 ％増）、経常利益で20億円（  同  18.6％増）となり、いずれも過去最高益の前年

度を大幅に更新することができました。当社グループでは、当連結会計年度より「固定資産の減損に係

る会計基準」を適用し、当社の遊休資産の減損損失や不採算現場の整理損等を特別損失に計上しました

が、当期純利益でも８億89百万円（  同  9.4％増）と、過去最高益を計上することができました。 

 

≪事業の種類別セグメント情報≫ 

（建物設備メンテナンス業） 

わが国経済を牽引する要因の一つである民間設備投資が引き続き活発であり、老朽設備の更新、

環境面に配慮した設備の充実、電機や自動車など基幹産業における生産現場の拡充、非製造業でも

大型商業施設新設等の動きが続いております。当社グループではサービスを提供する現場でのお客

様との接点を最重要視し、当社グループの特長・強みである、建物設備の維持管理、設備診断・環

境診断、ソリューション提案を通じて、「提案型営業」を展開、予防保全の概念をベースに建築物に

要求される最適な環境を実現する環境創生企業として、お客様のニーズに沿ってサービスの提供を

行い、活発化している民間設備投資への取り組みに努力してまいりました。 

特に官公庁関連業務の民間への移行が進む中で、当社グループが最も得意として推進しているＦ

Ｍ（ファシリティ・マネジメント）事業や設備診断・環境診断に基づく改善提案業務の一層の推進

に向け、グループ各社の横断的な営業・技術面での連携により、よりきめ細やかなサービスを提供

することによってお客様から「来年も頼むよ」との評価を戴いております。また、新しいビジネス

モデルに対応するため、ＰＦＩ事業部を新設し、新規の受注獲得や既存のお客様への契約範囲拡大

を図ってまいりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は211億５百万円（前連結会計年度比 7.0％増）となり、営業

利益は14億９百万円（  同  14.2％増）となりました。 
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（建物設備工事業） 

建物設備工事業におきましては、強い民間設備投資動向を背景に、「保守・管理」業務で培ったノ

ウハウをより効率的に生かし、これまで長年にわたりお客様に提出してきた設備診断･環境診断に基

づくソリューション提案により、積極的な営業展開を図ってまいりました。 

当連結会計年度の完成工事高は前年度を大幅に上回る58億56百万円（前連結会計年度比 13.0％

増）となり、営業利益においても４億75百万円（  同  31.4％増）となりました。 

 

≪所在地別セグメント情報≫ 

（日本） 

当社グループでは、引き続き官公庁から民間へ業務の移行が進み、民間の設備投資に業種・地域

でのばらつきがある中で、中核事業である建物設備メンテナンス業、リニューアル工事を主体とす

る建物設備工事業の両事業ともに技術力、サービス力を活かした改善提案を主体とする営業を展開

し、着実に業績アップを実現することができました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は、261億81百万円（前連結会計年度比 6.7%増）、営業利益は

18億53百万円（  同  18.4％増）となりました。 

  
（中国） 

蘇州、上海並びにその周辺地区に進出している日系ハイテク企業を中心に、その工場等における

建物設備のメンテナンス・工事を手がけてまいりました。特に技術力は勿論のこと、日本で培った

サービスの充実をテコに日本以上に多様なお客様にアプローチし、より高い評価と信頼を獲得しつ

つ、業容の拡大を図ってまいりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は、６億31百万円（前連結会計年度比 67.4％増）、営業利益

は31百万円（  同  4.1％増）となりました。 

 

(2) 財政状態 

① 資産、負債及び資本の状況 

（資産） 

流動資産は、106億82百万円（前連結会計年度比 12.7％増）となりました。これは、主として、

業績好調による収入増等により現金及び預金が７億６百万円増加したことなどによります。（なお、

現金及び預金の詳しい内容につきましては、連結キャッシュ・フロー計算書をご参照下さい。） 

固定資産は、78億28百万円（  同  2.3％増）となりました。これは、主として、当連結会計年度

より「固定資産の減損に係る会計基準」を適用し、固定資産の減損処理を行ったものの、保有株式

の時価が上昇したこと及び事業用建物を取得したことなどによります。 

この結果、総資産は、185億10百万円（  同  8.1％増）となりました。 

 

（負債） 

流動負債は、76億34百万円（前連結会計年度比 1.5％増）となりました。 

固定負債は、21億30百万円（  同  1.9％増）となりました。 

この結果、負債合計は、97億64百万円（  同  1.6％増）となりました。 
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（資本） 

資本合計は、76億25百万円（前連結会計年度比 17.3％増）となりました。これは主として、当期

純利益が８億89百万円と増益であったことや、保有株式の時価上昇に伴い、有価証券評価差額金が

３億４百万円増加したことなどによるものであります。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

て、５億91百万円増加し、当連結会計年度末には、25億48百万円となりました。 

 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果、得られた資金は14億37百万円（前連結会計年度比 134.1％増）となりました。 

これは、主に法人税の支払いが７億92百万円及び売上債権の増加が３億43百万円あったものの、

税金等調整前当期純利益が17億58百万円及び仕入債務の増加が５億１百万円あったことなどによる

ものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は２億17百万円（前連結会計年度比 37.5％増）となりました。 

これは、主に、有形固定資産の取得によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は６億46百万円（前連結会計年度比 19.5％減）となりました。 

これは、主に、有利子負債の返済によるものであります。 

 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。 

 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 
自己資本比率(％) 38.0  41.2  
時価ベースの自己資本比率(％) 42.1  53.4  
債務償還年数(年) 4.7  1.6  
インタレスト･カバレッジ･レシオ 16.4  53.1  
※自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト･カバレッジ･レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
①指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
②株式時価総額は､期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により計算しております。 
③営業キャッシュ・フローは､連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを
使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている
全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息
の支払額を使用しております。 
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(3) 事業等のリスク 

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあ

ります。なお、本文中における将来に関する事項は、決算短信公表日(平成18年５月16日)現在において

当社グループが判断したものであります。 

 

① 経済状況 

当社グループの中核事業である建物設備メンテナンス業及びその重要な補完的役割を担う建物設備

工事業におきましては、景気が徐々に回復傾向になりつつある状況の中でも、新規受注に向けた企業

間競争の激化や官公庁を中心としたお客様からのメンテナンス料金引下げ要望が続いている状況にあ

り、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 事業の特性 

当社グループがお客様に提供している商品は、建物設備メンテナンス及び建物設備工事であり、そ

のサービスの提供や工事に携わる当社グループ社員の人為的なミスにより、お客様にご迷惑及び損失

を与えてしまう恐れがあります。また、建物設備工事においては、竣工後一定期間、瑕疵担保責任に

伴う補修工事等が発生する可能性があります。 

その結果として、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ 特有の法的規制・取引慣行・経営方針 

当社グループが関連する建物設備メンテナンス業及び建物設備工事業におきまして、官公庁関連の

案件に際しては「入札制度」に参加し、受注・契約を行っております。この入札制度の参加資格条件

の変更等により、入札参加機会を失すること、また、官公庁の指定管理者制度等の導入による受注先

の変更に伴う失注、もしくは、当社の想定外の減額要請がされる可能性もあり、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④ 厚生年金基金 

当社は、総合設立型の愛知県管工事業厚生年金基金に加入しております。 

現在、同基金の財政は、株式市場の好転もあり、改善されつつありますが、過去、平成12年度から

平成14年度にかけ、厳しい状況を経験しており、将来ともこのまま健全財政を続けられる保証はあり

ません。 

当社としては、自己の意思決定により、資産運用や制度の変更ができない総合型基金に加入してい

る現状をリスクとして捉えております。また、子会社数社についても、影響額は当社ほど大きくあり

ませんが、総合型基金に加入しているため、同様のリスクを抱えております。 

 

⑤ 人材の不足について 

当社グループの中核事業である建物設備メンテナンス業及び建物設備工事業におきましては、高い

技術を持つ人材が必要不可欠でありますが、少子化による人口の減少、2007年問題（団塊世代の一斉

退職）等により技術部門の人材の確保が十分に行えない可能性があります。 

それにより、現場の消化体制が整わず、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑥アスベストに対する問題 

昨今、社会問題化しているアスベストの曝露による肺がん、悪性中皮腫等を発症している労働者が

増えつつある状況のなかで、当社においても、当社業務との直接の因果関係は認められないものの、

結果として１名、労災認定を受けた社員が在籍しており、将来的にも、同様の事象が発生する可能性

が全くないとは考えられない状況であります。当社がサービスを提供する顧客の現場において、アス

ベストの存在の確認を必ず行っておりますが、万一、そのような事態になった場合に社員に対する補

償の問題等、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦ 中期３ヵ年経営計画 

当社グループでは、持続的な成長の実現に向け、「2005中期３ヵ年経営計画」に沿って、一定の定量

目標並びに戦略目標を掲げ、目標達成に向け積極的に事業展開を行っております。進捗状況は逐次確

認をしておりますが、事業環境の変化その他さまざまな要因により、計画の定量目標の達成が出来な

くなる可能性があります。 

 
(4) 次期の見通し 

平成19年３月期の通期業績見通しは次のとおりとなります。 

  連   結 単   体 
売 上 高 27,300 百万円 （前期比  1.8％増） 18,000 百万円 （前期比  1.6％増） 
営 業 利 益 1,940 百万円 （前期比  2.9％増） 1,270 百万円 （前期比  1.6％増） 
経 常 利 益 2,020 百万円 （前期比  1.0％増） 1,350 百万円 （前期比  0.8％増） 
当期純利益 1,000 百万円 （前期比 12.4％増） 750 百万円 （前期比 22.0％増） 
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４ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
 

  
前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

増減金額 
（△は減少） 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金   2,353,051   3,059,303   706,252 

 ２ 受取手形・完成工事 
   未収入金等   6,327,938   6,675,497   347,559 

 ３ 未成工事支出金等   312,747   448,451   135,704 

 ４ 繰延税金資産   286,498   356,402   69,903 

 ５ その他   208,068   156,478   △51,590 

 ６ 貸倒引当金   △12,487   △13,201   △714 

    流動資産合計   9,475,817 55.3  10,682,931 57.7  1,207,114 

          

Ⅱ 固定資産          

 (1) 有形固定資産          

  １ 建物 ※１  4,481,511   4,546,081   64,569 

  ２ 土地 ※１  3,221,153   3,041,883   △179,269 

  ３ その他   560,605   504,300   △56,304 

    減価償却累計額   △2,764,698   △2,888,498   △123,800 

    有形固定資産合計   5,498,571 32.1  5,203,767 28.1  △294,804 

 (2) 無形固定資産          

  １ ソフトウェア   20,386   12,455   △7,930 

  ２ その他   32,321   32,698   376 

    無形固定資産合計   52,708 0.3  45,153 0.3  △7,554 

          

 (3) 投資その他の資産          

  １ 投資有価証券 ※１  1,569,282   2,176,666   607,384 

  ２ 繰延税金資産   334,026   233,865   △100,161 

  ３ その他   263,664   212,563   △51,100 

  ４ 貸倒引当金   △68,562   △43,983   24,579 

    投資その他の資産合計   2,098,410 12.3  2,579,111 13.9  480,700 

    固定資産合計   7,649,690 44.7  7,828,032 42.3  178,342 

          

    資産合計   17,125,507 100.0  18,510,964 100.0  1,385,456 

          
 
 
 
 
 
 



11 
 

 
 

  
前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

増減金額 
（△は減少） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形・工事未払金等    3,711,094   4,212,587   501,493 

２ 短期借入金 ※１  608,000   511,336   △96,664 

３ 一年以内償還予定社債 ※１  136,000   24,000   △112,000 

４ 一年以内返済予定 
  長期借入金 ※１  1,202,628   861,913   △340,714 

５ 未払法人税等   478,772   575,370   96,598 

６ 未成工事受入金等   192,098   218,124   26,025 

７ その他   1,192,337   1,231,255   38,917 

 流動負債合計   7,520,931 43.9  7,634,587 41.2  113,656 

Ⅱ 固定負債          

１ 社債   24,000   －   △24,000 

２ 長期借入金 ※１  921,138   941,725   20,586 

３ 退職給付引当金   439,488   439,965   476 

４ 役員退職慰労引当金   492,710   535,617   42,906 

５ 執行役員退職慰労引当金   105,050   95,362   △9,688 

６ 連結調整勘定   94,136   55,034   △39,101 

７ 繰延税金負債   －   48,227   48,227 

８ その他   14,383   14,383   ― 

 固定負債合計   2,090,907 12.2  2,130,313 11.5  39,406 

 負債合計   9,611,838 56.1  9,764,901 52.7  153,062 

(少数株主持分)          

少数株主持分   1,011,112 5.9  1,121,016 6.1  109,904 

(資本の部)          

Ⅰ 資本金 ※２  1,139,575 6.7  1,139,575 6.1  ― 

Ⅱ 資本剰余金   1,137,636 6.6  1,162,153 6.3  24,516 

Ⅲ 利益剰余金   4,568,894 26.7  5,287,970 28.6  719,075 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   360,471 2.1  664,845 3.6  304,374 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △2,271 △0.0  8,057 0.0  10,328 

Ⅵ 自己株式払込金   1,334 0.0  － －  △1,334 

Ⅶ 自己株式 ※３  △703,083 △4.1  △637,555 △3.4  65,528 

資本合計   6,502,556 38.0  7,625,046 41.2  1,122,490 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  17,125,507 100.0  18,510,964 100.0  1,385,456 
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② 【連結損益計算書】 
 

  
前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減金額 
（△は減少） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 

Ⅰ 売上高  24,909,539 100.0  26,813,290 100.0  1,903,750 

Ⅱ 売上原価  19,792,154 79.5  21,388,897 79.8  1,596,742 

   売上総利益  5,117,385 20.5  5,424,392 20.2  307,007 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１         

 １ 役員報酬 368,946   362,201   △6,744  

 ２ 従業員給与手当 1,856,416   1,911,887   55,470  

 ３ 退職給付費用 89,627   96,322   6,695  

 ４ 役員退職慰労引当金 
   繰入額 

70,767   76,401   5,634  

 ５ 執行役員退職慰労引当金 
   繰入額 

33,231   26,155   △7,075  

 ６ その他 1,102,614 3,521,604 14.1 1,066,321 3,539,290 13.2 △36,293 17,686 

   営業利益  1,595,781 6.4  1,885,102 7.0  289,320 

Ⅳ 営業外収益         

 １ 受取利息 647   915   268  

 ２ 受取配当金 21,100   26,036   4,935  

 ３ 連結調整勘定償却額 39,185   39,101   △83  

 ４ 保険収益 40,411   55,225   14,814  

 ５ その他 39,788 141,133 0.6 31,315 152,595 0.6 △8,473 11,461 

Ⅴ 営業外費用         

 １ 支払利息 37,885   31,126   △6,759  

 ２ その他 12,757 50,642 0.2 6,019 37,146 0.1 △6,737 △13,496 

   経常利益  1,686,272 6.8  2,000,551 7.5  314,279 

Ⅵ 特別利益         

 １ 貸倒引当金戻入益 4,285   3,305   △980  

 ２ 固定資産売却益 ※２ 231   164   △66  

 ３ 投資有価証券売却益 8,140   60,337   52,196  

 ４ 受取保険金 ※３ 58,338 70,996 0.3 － 63,807 0.2 △58,338 △7,188 

Ⅶ 特別損失         

 １ 固定資産除却損 ※４ 1,900   14,790   12,889  

 ２ 固定資産売却損 ※５ 161   15   △146  

 ３ 減損損失 ※６ ―   273,159   273,159  

 ４ 事業整理損 ※７ ―   18,136   18,136  

 ５ 貸倒引当金繰入額 8,962   200   △8,762  

 ６ 退職給付変更時差異 60,381   －   △60,381  

 ７ 投資有価証券売却損 1,175   －   △1,175  

 ８ 創業40周年記念事業費 76,124 148,705 0.6 － 306,301 1.1 △76,124 157,595 

   税金等調整前当期純利益  1,608,562 6.5  1,758,057 6.6  149,494 

   法人税、住民税 
   及び事業税 

653,550   890,251   236,701  

   法人税等調整額 32,116 685,666 2.8 △144,476 745,775 2.8 △176,592 60,108 

   少数株主利益  109,721 0.4  122,881 0.5  13,159 

   当期純利益  813,174 3.3  889,400 3.3  76,226 
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③ 【連結剰余金計算書】 
 

  
前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減金額 
（△は減少） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,067,507  1,137,636  70,128 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

 １ 自己株式処分差益  70,128 70,128 24,516 24,516 △45,612 △45,612 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   1,137,636  1,162,153  24,516 

(利益剰余金の部)        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,944,581  4,568,894  624,312 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

 １ 当期純利益  813,174 813,174 889,400 889,400 76,226 76,226 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

 １ 配当金  166,227  152,955  △13,271  

 ２ 役員賞与  22,634 188,861 17,369 170,324 △5,264 △18,536 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   4,568,894  5,287,970  719,075 
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減金額 
（△は減少） 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
 １ 税金等調整前当期純利益  1,608,562 1,758,057 149,494 

 ２ 減価償却費  223,811 210,843 △12,967 

 ３ 減損損失  － 273,159 273,159 

 ４ 連結調整勘定償却  △39,185 △39,101 83 

 ５ 貸倒引当金の増加・減少(△)額  6,292 △876 △7,168 

 ６ 受取利息及び受取配当金  △21,748 △26,951 △5,203 

 ７ 支払利息  37,885 31,126 △6,759 

 ８ 売上債権の減少・増加(△)額  △339,303 △343,481 △4,177 

 ９ たな卸資産の減少・増加(△)額  134,023 △133,086 △267,110 

 10 仕入債務の増加・減少(△)額  △334,981 501,174 836,155 

 11 その他流動資産の減少・増加(△)額  8,561 43,044 34,482 

 12 その他流動負債の増加・減少(△)額  △60,107 36,919 97,027 

 13 役員賞与支払額  △28,075 △23,450 4,625 

 14 役員退職慰労引当金増加・減少(△)額  △105,594 33,218 138,812 

 15 その他  112,024 △88,761 △200,785 

    小計  1,202,165 2,231,833 1,029,668 

 16 利息及び配当金の受取額  20,229 24,861 4,632 

 17 利息の支払額  △37,440 △27,051 10,389 

 18 法人税等の支払額  △570,920 △792,207 △221,287 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  614,033 1,437,436 823,402 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 有形固定資産の取得による支出  △80,162 △165,627 △85,465 

 ２ 有形固定資産の売却による収入  1,940 1,110 △829 

 ３ 投資有価証券の取得による支出  △42,826 △81,380 △38,554 

 ４ 子会社株式の追加取得による支出  △21,160 － 21,160 

 ５ 投資有価証券の売却による収入  28,222 81,626 53,403 

 ６ 貸付による支出  △2,820 △6,792 △3,972 

 ７ 貸付金の回収による収入  5,341 5,717 376 

 ８ その他投資活動による支出  △61,949 △161,563 △99,614 

 ９ その他投資活動による収入  15,099 109,299 94,199 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △158,314 △217,611 △59,296 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 短期借入金純増加・減少(△)額  △140,000 △96,664 43,336 

 ２ 長期借入による収入  460,000 940,000 480,000 

 ３ 長期借入金の返済による支出  △902,319 △1,260,128 △357,809 

 ４ 社債の償還による支出  △136,000 △136,000 ― 

 ５ 配当金の支払額  △166,227 △152,955 13,271 

 ６ 少数株主への配当金の支払額  △26,400 △29,335 △2,935 

 ７ 自己株式の取得による支出  △23 － 23 

 ８ 自己株式の売却による収入  107,920 88,711 △19,209 

   財務活動によるキャッシュ・フロー  △803,048 △646,371 156,677 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △1,019 18,321 19,341 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)
額 

 △348,349 591,775 940,125 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,304,682 1,956,333 △348,349 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  1,956,333 2,548,109 591,775 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 12社            同左 
  全ての子会社を連結の範囲に含めて

おります。 
連結子会社名は、「１【企業集団の状
況】」に記載しているため省略しており

ます。 

 

２ 持分法の適用に関する事
項 

該当事項はありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項 

 連結子会社のうち、蘇州日空山陽機
電技術有限公司の決算日は12月31日で
あります。 

 当連結会計年度の連結財務諸表の作
成にあたっては、連結子会社の決算日
現在の財務諸表を使用しております。 

 なお、連結決算日との間に生じた重
要な取引はありません。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 
 (イ)有価証券の評価基準及び評価方

法 

その他有価証券 
・時価のあるもの 
 連結会計年度末日の市場価

格等に基づく時価法(評価差
額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 
・時価のないもの 
  移動平均法による原価法 

(イ)有価証券の評価基準及び評価方
法 

 その他有価証券 
同左 

 (ロ)たな卸資産の評価基準及び評価
方法 
 ・未成工事支出金 

  個別法による原価法 
 ・材料貯蔵品 
  最終仕入原価法 

(ロ)たな卸資産の評価基準及び評価
方法 

同左 
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項目 
前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却
の方法 

 (イ)有形固定資産 
当社及び国内連結子会社は、定
率法を採用しております。ただし、
当社及び国内連結子会社は、平成
10年４月１日以降取得の建物(建
物附属設備を除く)については、定
額法を採用しており、在外連結子
会社は、主として定額法を採用し
ております。 
なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。 
   建物   ３～50年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法 
(イ)有形固定資産 

同左 

  (ロ)無形固定資産 
当社及び国内連結子会社は、ソ
フトウェア(自社利用分)につい
て、社内における見込利用可能期
間(５年)に基づく定額法を採用し
ております。 
なお、在外連結子会社は、主と
して定額法を採用しております。 

(ロ)無形固定資産 
同左 

  (ハ)長期前払費用 
定額法を採用しております。 

(ハ)長期前払費用 
同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
 (イ)貸倒引当金 
売上債権・貸付金等の貸倒損失
に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 
(イ)貸倒引当金 

同左 

 ――――――――― 
 

(ロ)受注損失引当金 
受注案件の損失に備えるため、受
注済案件のうち当連結会計年度末に
おいて、損失の発生する可能性が高
いと見込まれ、かつ、その金額を合
理的に見積もることが可能なものに
ついては、翌連結会計年度以降に発
生が見込まれる損失額を引当計上し
ております。 
なお、当連結会計年度末において
は、対象となる受注案件がありませ
んので、受注損失引当金の計上は行
っておりません。 
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項目 
前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (ハ)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。 
なお、会計基準変更時差異につ
いては、５年による按分額を費用
処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(18年)による定額法に
より費用処理しております。 
数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(15年)に
よる定額法によりそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処理して
おります。 

(ハ)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。 
過去勤務債務は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(18年)による定額法に
より費用処理しております。 
数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(15年)に
よる定額法によりそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処理して
おります。 
 

  (ニ)役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備え
るため、内規に基づく期末要支給
額の全額を計上しております。 

(ニ)役員退職慰労引当金 
同左 

 
 
 

 
 

 (ホ)執行役員退職慰労引当金 
執行役員の退職慰労金の支出
に備えるため、内規に基づく期末

要支給額の全額を計上しており
ます。 

(ホ)執行役員退職慰労引当金 
同左 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決
算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処
理しております。 
なお、在外子会社等の資産、負

債、収益及び費用は、連結決算日
の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は少数株主持分及び

資本の部における為替換算調整勘
定に含めて計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 
同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 
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項目 
前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (6) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項 
(イ)完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、工事完
成基準によっております。 

(ロ)消費税等に相当する額の会計処

理 
消費税等に相当する額の会
計処理は、税抜方式によってお

ります。 

(6) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項 
(イ)完成工事高の計上基準 

同左 
 

 (ロ)消費税等に相当する額の会計処

理 
同左 

５ 連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方
法は、全面時価評価法を採用しており
ます。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関
する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却
しております。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度

中に確定した利益処分に基づいて作成
しております。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範
囲 

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)につい
ては、手許現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能であり、かつ

価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 
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会計方針の変更 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――――― 

 
 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計
基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計
基準適用指針第６号）を適用しております。 

これにより税金等調整前当期純利益が273,159千円
減少しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除
しております。 

 

追加情報 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(外形標準課税) 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律
第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が
導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事
業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業
会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業
税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。この結果、販売費及び
一般管理費が30,270千円増加し、営業利益、経常利益
及び税金等調整前当期純利益が、30,270千円減少して

おります。 

――――――――― 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産 
投資有価証券 217,170千円 
建物 1,236,837千円 

土地 1,473,713千円 

計 2,927,721千円 
  

※１ 担保資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 
投資有価証券 286,560千円 
建物 1,020,953千円 

土地 1,282,072千円 

計 2,589,585千円 
  

 (2) 上記に対する債務 
短期借入金 550,000千円 

一年以内償還予定社債 100,000千円 
一年以内返済予定長期借
入金 1,060,910千円 

長期借入金 788,957千円 

計 2,499,867千円 
  

(2) 上記に対する債務 
短期借入金 383,336千円 
一年以内返済予定長期借
入金 745,412千円 

長期借入金 782,205千円 

計 1,910,953千円 
  

※２ 当社の発行済株式総数 
普通株式    9,946千株 

※２ 当社の発行済株式総数 
普通株式     9,946千株 

※３ 連結会社が保有する自己株式の数 
普通株式  1,448千株 

※３ 連結会社が保有する自己株式の数 
普通株式     1,313千株 
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(連結損益計算書関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 研究開発費の総額 
販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

11,026千円  

※１ 研究開発費の総額 
販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

15,107千円  
※２ 固定資産売却益の内容 

その他の有形固定資産 
(車輌運搬具) 231千円 

計 231千円 
  

※２ 固定資産売却益の内容 
その他の有形固定資産 
(車輌運搬具) 164千円 

計 164千円 
  

※３  受取保険金の内容 
子会社代表取締役死去に
伴う受取保険金 58,338千円 

計 58,338千円 
   

――――― 

※４ 固定資産除却損の内容 
建物 411千円 
その他の有形固定資産 
(工具・計測器) 176千円 

その他の有形固定資産 
(備品) 

1,311千円 

計 1,900千円 
  

※４ 固定資産除却損の内容 
建物 451千円 
その他の有形固定資産 
(機械及び装置) 11,882千円 

その他の有形固定資産 
(車輌運搬具) 643千円 

その他の有形固定資産 
(工具・計測器) 

534千円 

その他の有形固定資産 
(備品) 1,278千円 

計 14,790千円 
  

※５ 固定資産売却損の内容 
その他の有形固定資産 
(車輌運搬具) 161千円 

計 161千円 
  

※５ 固定資産売却損の内容 
その他の有形固定資産 
(車輌運搬具) 15千円 

計 15千円 
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前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――――― 
 

※６ 減損損失 
  当社グループは、拠点単位を基本として資産のグ
ルーピングを行っており、また将来の使用が見込ま

れていない遊休資産については個々の物件単位で
グルーピングをしております。 
 

当連結会計年度において、平成18年３月17日開催
の取締役会にて撤退を決議した不採算現場の設備
について、減損損失を計上いたしました。 

用途 種類 場所 
金額 
(千円) 

建物 81,197 

そ の 他 の

有 形 固 定

資産(機械

及び装置) 

11,444 事業用 
資産 

その他の有

形固定資産

(備品） 

大阪府 
泉佐野市 

他 

1,247 

計 93,889 

なお、これら資産の回収可能額は、使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フローを5.0％
で割り引いて算定しております。 

 

また、当連結会計年度において、今後の利用計画
もなく、地価の著しく下落している遊休資産に関し、
減損損失を計上いたしました。 

用途 種類 場所 
金額 
(千円) 

土地 
愛知県 
豊田市 

120,157 
遊休 
資産 

土地 
福岡県 
田川市 

59,112 

計 179,269 

なお、これらの回収可能価額は、正味売却価額に

よっており、その金額は不動産鑑定士による不動産
鑑定評価額によって測定しております。 

――――――――― ※７ 事業整理損の内容 
平成18年３月17日開催の取締役会にて撤退を決

議した不採算現場において賃借している不動産に
係る原状復旧費用及び中途解約違約金を事業整理
損として計上いたしました。 
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 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 
 

現金及び預金 2,353,051千円
預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 △396,717千円

現金及び現金同等物 1,956,333千円
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 
 

現金及び預金 3,059,303千円
預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 △511,194千円

現金及び現金同等物 2,548,109千円
 

 

(リース取引関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

建物 97,476 85,698 11,778 

その他 
(車輌運搬具) 8,838 3,225 5,612 

その他 
(備品) 111,018 70,262 40,755 

合計 217,332 159,185 58,146 

  

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

建物 5,100 4,590 510 

その他 
(車輌運搬具) 15,211 7,929 7,281 

その他 
(備品) 110,808 62,935 47,872 

合計 131,119 75,455 55,663 

  
② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 26,457千円 
１年超 31,688千円 

合計 58,146千円 
(注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固
定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 23,136千円
１年超 32,527千円

合計 55,663千円
 (注)           同左 

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 56,607千円 
減価償却費相当額 56,607千円 

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 34,808千円 
減価償却費相当額 34,808千円 

 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

２ オペレーティング・リース取引 
   未経過リース料 

１年以内 42,504千円
１年超 124,978千円

合計 167,482千円
 

２ オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 

１年以内 20,470千円

合計 20,470千円
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(有価証券関係) 

前連結会計年度 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 
 

区分 取得原価(千円) 
連結貸借対照表計上額 
(千円) 

差額(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 

   

   株式 622,043 1,308,378 686,335 

 小計 622,043 1,308,378 686,335 

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 

   

 ①株式 － － － 

 ②その他 227,311 188,439 △38,872 

 小計 227,311 188,439 △38,872 

合計 849,355 1,496,818 647,462 

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 
 

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円) 

28,222 8,140 △1,175 

 

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

(1) その他有価証券 
 

内容 連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 72,464 

 

 (注) 当該株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落したものについて一律に行うことと
し、30％～50％程度下落した場合には、時価の回復可能性を検討して減損処理の要否を決定しております。 
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当連結会計年度 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 
 

区分 取得原価(千円) 
連結貸借対照表計上額 
(千円) 

差額(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 

   

   株式 678,189 1,912,785 1,234,596 

 小計 678,189 1,912,785 1,234,596 

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 

   

 ①株式 － － － 

 ②その他 231,258 191,417 △39,841 

 小計 231,258 191,417 △39,841 

合計 909,447 2,104,202 1,194,754 

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 
 

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円) 

81,626 60,337 － 

 

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

(1) その他有価証券 
 

内容 連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 72,464 

 

 (注) 当該株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落したものについて一律に行うことと
し、30％～50％程度下落した場合には、時価の回復可能性を検討して減損処理の要否を決定しております。 

 
 
 (デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日)及び 

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 
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(退職給付関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 
  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし
て、退職一時金制度、適格退職年金制度及び厚生年金

基金制度(総合設立)を設けております。 
  

１ 採用している退職給付制度の概要 
  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし
て、退職一時金制度、適格退職年金制度及び厚生年金

基金制度(総合設立)を設けております。 
  

２ 退職給付債務等の内容 
 (1) 退職一時金および適格退職年金 

  ⅰ 退職給付債務に関する事項 
(平成17年３月31日現在) 

① 退職給付債務 △1,050,912千円
② 年金資産 297,114千円
③ 未積立退職給付債務 
  (①＋②) △753,798千円

④ 会計基準変更時差異の 
  未処理額 

―

⑤ 未認識数理計算上の 
  差異 160,046千円

⑥ 未認識過去勤務債務 
  (債務の減額) 159,870千円

⑦ 連結貸借対照表計上額 
  純額(③＋④＋⑤＋⑥) 

△433,881千円

⑧ 前払年金費用 5,607千円
⑨ 退職給付引当金 
  (⑦－⑧) 

△439,488千円

    (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定に
あたり、簡便法を採用しております。 

２ 退職給付債務等の内容 
 (1) 退職一時金および適格退職年金 

  ⅰ 退職給付債務に関する事項 
(平成18年３月31日現在) 

① 退職給付債務 △1,042,975千円
② 年金資産 373,270千円
③ 未積立退職給付債務 
  (①＋②) △669,705千円

④ 会計基準変更時差異の 
  未処理額 

―

⑤ 未認識数理計算上の 
  差異 150,466千円

⑥ 未認識過去勤務債務 
  (債務の減額) 96,824千円

⑦ 連結貸借対照表計上額 
  純額(③＋④＋⑤＋⑥) 

△422,414千円

⑧ 前払年金費用 17,550千円
⑨ 退職給付引当金 
  (⑦－⑧) 

△439,965千円

    (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定に
あたり、簡便法を採用しております。 

  ⅱ 退職給付費用に関する事項 
(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

① 勤務費用 81,044千円
② 利息費用 17,783千円
③ 期待運用収益 △2,806千円
④ 会計基準変更時差異の 
  費用処理額 60,381千円

⑤ 数理計算上の差異の 
  費用処理額 12,328千円

⑥ 過去勤務債務の 
  費用処理額 

9,404千円

⑦ 退職給付費用 
  (①＋②＋③＋④＋⑤＋
⑥) 

178,135千円

    (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、①勤務費用に計上しており
ます。 

  ⅱ 退職給付費用に関する事項 
(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

① 勤務費用 57,299千円
② 利息費用 18,008千円
③ 期待運用収益 △3,302千円
④ 会計基準変更時差異の 
  費用処理額 ―

⑤ 数理計算上の差異の 
  費用処理額 13,320千円

⑥ 過去勤務債務の 
  費用処理額 

9,404千円

⑦ 退職給付費用 
  (①＋②＋③＋④＋⑤＋
⑥) 

94,729千円

    (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、①勤務費用に計上しており
ます。 
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前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ⅲ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
① 退職給付見込額の 
  期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％
③ 期待運用収益率 2.0％
④ 過去勤務債務の処理 
   年数 
    (発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数による定額法
により費用処理してお
ります。) 

18年

⑤ 数理計算上の差異の 
  処理年数 15年

(発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数による定額法
によりそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費
用処理しております。) 
⑥ 会計基準変更時差異の 
  処理年数 5年

  

  ⅲ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
① 退職給付見込額の 
  期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％
③ 期待運用収益率 2.0％
④ 過去勤務債務の処理 
   年数 
    (発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数による定額法
により費用処理してお
ります。) 

18年

⑤ 数理計算上の差異の 
  処理年数 15年

(発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数による定額法
によりそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費
用処理しております。) 

 

  
 (2) 厚生年金基金  (2) 厚生年金基金 
  ⅰ 退職給付債務に関する事項 

(平成17年３月31日現在) 

年金資産 4,242,037千円
  

  ⅰ 退職給付債務に関する事項 

(平成18年３月31日現在) 

年金資産 5,489,815千円
  

  ⅱ 退職給付費用に関する事項 
(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

退職給付費用 280,314千円
  

  ⅱ 退職給付費用に関する事項 
(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

退職給付費用 372,638千円
  

  ⅲ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
    ① 年金資産：加入人数割合により計算してお

ります。 

    ② 退職給付費用：厚生年金基金への要拠出額
を用いております。 

  ⅲ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
    ① 年金資産：加入人数割合により計算してお

ります。 

    ② 退職給付費用：厚生年金基金への要拠出額
を用いております。 
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(税効果会計関係) 
 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 
 

繰延税金資産 
 役員退職慰労引当金 204,754千円
執行役員退職慰労引当金 42,757千円
 賞与引当金 222,869千円
 退職給付引当金 173,425千円
 会員権評価損否認 33,971千円
 一括償却資産 9,481千円
 繰越欠損金 22,751千円
 全面時価評価法に伴う評価差額 120,645千円
 投資有価証券評価損 2,028千円
 減価償却超過額 13,364千円
 未払事業税 40,664千円
 その他 873千円
繰延税金資産合計 887,587千円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 
 

繰延税金資産 
 役員退職慰労引当金 222,466千円
執行役員退職慰労引当金 38,756千円
 賞与引当金 247,072千円
 退職給付引当金 170,095千円
 会員権評価損否認 22,169千円
 一括償却資産 8,556千円
 繰越欠損金 10,267千円
 全面時価評価法に伴う評価差額 118,305千円
 投資有価証券評価損 2,028千円
 減価償却超過額 20,502千円
 未払事業税 46,413千円
減損損失累計額 113,210千円
 その他 12,219千円
繰延税金資産合計 1,032,063千円
 

繰延税金負債  
 その他有価証券評価差額金 △263,630千円
 固定資産圧縮積立金 △3,431千円
繰延税金負債合計 △267,062千円
繰延税金資産(負債)の純額 620,525千円
 (注) 当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお
ります。 

    流動資産―繰延税金資産      286,498千円 
    固定資産―繰延税金資産     334,026千円 

繰延税金負債  
 その他有価証券評価差額金 △486,591千円
 固定資産圧縮積立金 △3,431千円
繰延税金負債合計 △490,022千円
繰延税金資産(負債)の純額 542,040千円
 (注) 当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお
ります。 

    流動資産―繰延税金資産         356,402千円 
    固定資産―繰延税金資産     233,865千円 

固定負債―繰延税金負債     △48,227千
円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳 

 
国内の法定実効税率 40.56％ 
(調整)  
 交際費等永久に損金に算入されない
項目 

1.11％ 

 受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 △0.92％ 

 住民税均等割等 2.65％ 
 その他 △0.77％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.63％ 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳 

 
国内の法定実効税率 40.56％ 
(調整)  
 交際費等永久に損金に算入されない
項目 

0.93％ 

 受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 △0.97％ 

 住民税均等割等 2.59％ 
 その他 △0.69％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.42％ 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 
 

 
建物設備 
メンテナンス業 
(千円) 

建物設備 
工事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

  売上高      

 (1) 外部顧客に対する売上高 19,728,227 5,181,311 24,909,539 ― 24,909,539 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― ― ― ― 

計 19,728,227 5,181,311 24,909,539 ― 24,909,539 

  営業費用 18,494,379 4,819,378 23,313,758 ― 23,313,758 

  営業利益 1,233,848 361,933 1,595,781 ― 1,595,781 

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

     

  資産 12,167,074 908,352 13,075,427 4,050,079 17,125,507 

  減価償却費 207,866 15,944 223,811 ― 223,811 

  資本的支出 74,944 5,848 80,792 ― 80,792 

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分に属する主な内容 
   建物設備メンテナンス業：建物設備等のメンテナンス、運転管理 
   建物設備工事業    ：建物設備等の設計、施工 

３ 当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,050,079千円であり、
その主なものは、提出会社及び複数のセグメントに属する連結子会社での余資運用資金(現金及び有価証券)、
長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門等に係わる資産であります。 
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当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 
 

 
建物設備 
メンテナンス業 
(千円) 

建物設備 
工事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

  売上高      

 (1) 外部顧客に対する売上高 21,001,857 5,811,432 26,813,290 ― 26,813,290 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 103,684 45,358 149,042 (149,042) ― 

計 21,105,541 5,856,790 26,962,332 (149,042) 26,813,290 

  営業費用 19,695,900 5,381,329 25,077,230 (149,042) 24,928,187 

  営業利益 1,409,640 475,461 1,885,102 ― 1,885,102 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出      

  資産 11,341,241 1,902,947 13,244,189 5,266,774 18,510,964 

  減価償却費 196,956 13,887 210,843 ― 210,843 

減損損失 93,889 ― 93,889 179,269 273,159 

  資本的支出 175,278 11,465 186,743 ― 186,743 

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分に属する主な内容 
   建物設備メンテナンス業：建物設備等のメンテナンス、運転管理 
   建物設備工事業    ：建物設備等の設計、施工 

３ 当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は         5,266,774千
円であり、その主なものは、提出会社及び複数のセグメントに属する連結子会社での余資運用資金(現金及び
有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門等に係わる資産であります。 

４ （会計処理の変更） 
当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 
この変更に伴う営業利益に与える影響はありません。 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 
 

 
日本 
(千円) 

中国 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

   売上高      

 (1) 外部顧客に対する売上高 24,532,197 377,341 24,909,539 ― 24,909,539 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― ― ― ― 

計 24,532,197 377,341 24,909,539 ― 24,909,539 

営業費用 22,966,659 347,099 23,313,758 ― 23,313,758 

営業利益 1,565,538 30,242 1,595,781 ― 1,595,781 

Ⅱ 資産 13,010,334 65,093 13,075,427 4,050,079 17,125,507 

(注) １ 国又は地域の、地理的近接度により区分しております。 
２ 当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、4,050,079千円であり、
その主なものは、提出会社及び複数のセグメントに属する連結子会社での余資運用資金(現金及び有価証券)、
長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門等に係わる資産であります。 

 
当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

 

 
日本 
(千円) 

中国 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

   売上高      

 (1) 外部顧客に対する売上高 26,181,759 631,531 26,813,290 ― 26,813,290 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― ― ― ― 

計 26,181,759 631,531 26,813,290 ― 26,813,290 

営業費用 24,328,128 600,059 24,928,187 ― 24,928,187 

営業利益 1,853,630 31,471 1,885,102 ― 1,885,102 

Ⅱ 資産 13,181,722 62,466 13,244,189 5,266,774 18,510,964 

(注) １ 国又は地域の、地理的近接度により区分しております。 
２ 当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、5,266,774千円であり、
その主なものは、提出会社及び複数のセグメントに属する連結子会社での余資運用資金(現金及び有価証券)、
長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門等に係わる資産であります。 
３ （会計処理の変更） 
当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業
会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 
この変更に伴う営業利益に与える影響はありません。 

 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日)及び 

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しており

ます。 
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【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日)及び 

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

 該当事項はありません。 
 
 

(１株当たり情報) 

 

前連結会計年度 
 (自  平成 16 年４月１日 
   至  平成 17 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自  平成 17 年４月１日 
  至  平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 763 円 18 銭 

１株当たり当期純利益 94 円 39 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 91 円 39 銭  

１株当たり純資産額 880 円 11 銭 

１株当たり当期純利益 100 円 81 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 99 円 75 銭  
(注)  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 前連結会計年度 
(自  平成 16 年４月１日 
  至  平成 17 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自  平成 17 年４月１日 
  至  平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益  
当期純利益 813,174 千円 889,400 千円 
普通株主に帰属しない金額 17,369 千円 27,461 千円 
(うち利益処分による役員賞与金) 17,369 千円 27,461 千円 
普通株式に係る当期純利益 795,804 千円 861,938 千円 
普通株式の期中平均株式数 8,431,205 株 8,549,944 株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  

普通株式増加数 276,873 株 91,049 株 
(うち自己株式取得方式によるストッ
クオプション) 

276,873 株 91,049 株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含まれなかった潜在株式の概要 

― ― 

 
 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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５ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

受注高 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 事業の種類別セグメントの名称 

金額(千円) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％) 

建物設備メンテナンス業 ― ― ― ― 

建物設備工事業 4,841,734 △10.2 5,836,365 20.5 

合計 4,841,734 △10.2 5,836,365 20.5 

 
受注残高 

 
前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 事業の種類別セグメントの名称 

金額(千円) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％) 

建物設備メンテナンス業 ― ― ― ― 

建物設備工事業 1,034,828 △24.7 1,014,403 △2.0 

合計 1,034,828 △24.7 1,014,403 △2.0 

 
(2) 売上実績 

 
前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 事業の種類別セグメントの名称 

金額(千円) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％) 

建物設備メンテナンス業 19,728,227 3.5 21,105,541 7.0 

建物設備工事業 5,181,311 3.4 5,856,790 13.0 

セグメント間の内部売上高又は振替
高 ― ― △149,042 ― 

合計 24,909,539 3.5 26,813,290 7.6 

 

(注) １ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 
２ 当社グループでは生産実績を定義するのが困難であるため、「生産実績」の記載をしておりません。 
３ 当社グループでは建物設備メンテナンス業は受注生産を行っていないので、「受注実績」の記載をしておりま

せん。 
４ 前連結会計年度及び当連結会計年度における相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割
合については、当該割合が100分の10以上の相手先がありませんので記載を省略しております。 

 
 


